
整理番号    法人名

レ 番号 チェック項目 摘要

□ 1 特定の者、団体、業界の利益を目的とすると認められる等、不特定多数の利益を目的としない

□ 2 営利事業である、又は、営利事業の一環であるかその疑いが強い

□ 3 社会的な要請や需要が少なく、かつ緊急性もない

□ 4 国や地方公共団体が行う事業である

□ 5 事業実施による費用対効果が低い

□ 6 多くの利用者や参加者が望めない

□ 7 長年にわたり同じ事業への補助を行っているが効果があがっていない

□ 8 過去の事業の実施により、すでに補助目的を達成している

□ 9 申請者が従来から行なっているその本来事業であり、補助金への単なる財源振替と認められる

□ 10 法人の定款・寄附行為の対象外である（定款・寄附行為の変更を予定しているものを除く）

□ 11 該当する補助事業のメニューの趣旨が理解されていない

□ 12 事業計画内容が具体性に乏しい、又は、無理、無駄、不整合がある

□ 13 要望事業及び補助金の積算根拠若しくは自己資金の調達方法が、不明確、又は、適正でない

□ 14 実施事業がイベントの場合、参加条件がオープンでない、又は、参加料金等が高額である

□ 15 施設要望の場合、設置後の施設運営についての見通しが不十分である

□ 16 法人の活動履歴がない、又は、殆どない（新設団体は除く）

□ 17 法人の財務状況が申請事業を実施するには脆弱である

□ 18 補助事業を実施するための人、場所の確保等、体制が不十分である。

□ 19 施設整備の要望について、最近、同種の分野の補助を日自振又は日動振から受けている

□ 20  過去に補助を受けた物件（施設、機器等）について十分な活用がなされていない

□ 21 その他、補助事業者として不適当と認められる行為があった等、補助金を交付し難い特別の事情が
ある

□ 22 できる限り幅広く社会還元をするという観点から、補助要望が特定の分野、地域に多数集中してい
る場合は、当該分野や地域の採択件数を一定の基準で減ずることがある
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